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別紙（各事業の概要説明） 
 

 
１ 新型コロナウイルス禍における物価高騰対策関係経費  １５億４，６８８万７千円 

（１）生活者への支援 
  ●子育て世帯家計支援給付金            ・・・７億９，８１５万１千円 

（子ども・子育て課） 
   ◎急激な物価高騰に直面する子育て世帯の経済的な負担を軽減するため、子ども１人当たり２万

円の「子育て世帯家計支援給付金」を支給するもの 
     

≪事業概要≫ 

    ・対 象 児 童：下記のいずれかに該当する児童（計３万９，５００人） 

〇基準日（令和４年３月３１日）時点で１８歳未満の長岡市民の児童 

           〇令和４年４月１日～令和５年３月３１日に生まれる長岡市民の新生児 

    ・対 象 世 帯：上記対象児童の保護者（計２万３，１００世帯） 

〇プッシュ型支給分：１万８，８００世帯（児童手当受給世帯・新生児世帯） 

           〇申請支給分：４，３００世帯（公務員世帯・高校生のみ世帯・児童手当受給 

対象外世帯） 

・所 得 制 限：なし（５月２７日付け専決処分で予算措置した低所得の子育て世帯生活支援特 

別給付金の対象世帯や、児童手当受給対象外の世帯にも支給します。） 

    ・給 付 額：対象児童１人あたり２万円 

    ・支 給 時 期：プッシュ型支給分は８月上旬支給予定（今後生まれる新生児は出生の翌月） 

           申請支給分は８月上旬に申請案内を送付し、９月以降支給開始 

 

 

●「ポッキリパスポート・プレミアム」クーポン券の増額    ・・・１億２千万円 
（産業支援課） 

   ◎消費喚起と市内経済の循環を図るため、「ポッキリパスポート・プレミアム」参加店で利用でき

るクーポンを２千円分増額して、３千円分（５百円×６枚）のクーポン券付き冊子を市政だよ

りとともに、市内の世帯に配布するもの（当初予算でクーポン券千円分を措置済） 
  

   ≪事業概要≫ 

    ・配 布 方 法：市政だより９月号にクーポン付冊子を同封して配布（発行部数：１２万部）             

    ・利 用 期 間：令和４年９月１日（木）～１１月３０日（水） 

    ・利用可能店舗：ポッキリパスポート・プレミアム参加店３００店舗（見込み） 

            ※長岡商工会議所または長岡市内商工会の会員事業所 

 

 

●住宅リフォーム支援事業補助金            ・・・３，０１２万５千円 
（都市政策課） 

   ◎市内建築関連業者の工事受注機会拡充による地域経済の活性化と合わせて、カーボンニュート

ラルに向けた持続可能な取り組みとして、市民の住環境の向上を図り、既存住宅の継続的な利

用と居住を促進するもの 
  

   ≪事業概要≫ 

    ・補助対象者：市内に住所を有し、建築後１０年を超えた住宅に居住している住宅の所有者 

    ・対 象 工 事：省エネルギー（ＬＥＤ照明や太陽光パネルの設置等）、バリアフリー、安全、防

災、長寿命化、新しい生活様式に配慮した１０万円以上のリフォーム工事 

           ※過去申請者の申請も可能とする。 

・補 助 率：対象工事費の １／５（補助上限額：５万円） 

    ・申 請 期 間：令和４年８月１日（月）～１２月２８日（水）※予算額に達した時点で終了 
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（２）事業者等の支援・地域経済の活性化 
●肥料高騰に伴う化学肥料低減対策支援事業補助金       ・・・９，１３２万円 

（農水産政策課） 

   ◎化学肥料の高騰対策として、鶏ふんなどの有機質資材を使用した土づくりを実施し、化学肥料

の使用量を減らす農業者の取り組みを支援するもの 
 

   ≪事業概要≫ 

    ・助成対象者：販売している農家、法人 

    ・交 付 単 価：１，６４０円／１０ａ（有機質資材購入費及び散布作業費相当額） 

 

 

●中小企業向け省エネ設備導入支援補助金（価格高騰対応分） ・・・２億３３０万円 
（産業イノベーション課） 

   ◎電気料金の高騰に直面する市内の中小事業者が実施する省エネ設備投資を支援することで、電

気料金の節減による経営の安定化を後押しするもの 
 

≪事業概要≫ 

    ・補助対象者：市内に事業所を有する中小事業者 

    ・対 象 経 費：省エネ設備の購入及び設置に係る経費 

①ＬＥＤ設備（ＬＥＤ照明からＬＥＤ照明への交換は対象外） 

②高効率エアコン、ボイラー、給湯器、ヒートポンプ、燃料電池 等 

    ・補 助 額：①対象経費の２／３（補助金上限額：２００万円） 

            ※対象経費は２０万円以上 

        ②対象経費の２／３（補助金上限額：１３万円） 

※対象経費は２０万円未満。２０万円以上の事業費に対する補助制度は県が

創設予定 

 

 

●製造業デジタル化実装モデル事業補助金              ・・・２千万円 
（産業支援課） 

   ◎原油価格や電気料金の高騰に直面する中小製造業の事業者がデジタル化により人手不足対策

と生産革新を行う「デジタルチェーンの実装モデル」を構築する取り組みを支援することで、

経営体質の強化を図るもの 
 

≪事業概要≫ 

    ・実 施 主 体：ＮＰＯ法人長岡産業活性化協会ＮＡＺＥ 

    ・支 援 内 容：市内の中小製造業事業者が取り組むデジタル化の取り組みを、６か月間の伴走

支援により実施することで、市内にデジタルチェーンの実装モデルを２０社創

出するもの 

市はＮＡＺＥを通じて、１社あたり、事業費の１／２（上限：９０万円）を支

援する。 

 

●運送事業者支援金                 ・・・１億２，３２９万１千円 
（産業支援課） 

   ◎原油価格の高騰に直面する市内の貨物自動車運送事業者に対して、営業継続に向けた支援金を

支給するもの 
 

   ≪事業概要≫ 

    ・補助対象者：貨物自動車運送事業法の許可を受けて一般貨物自動車運送事業を営む事業者の

うち、市内に本社、支社または営業所を有する法人もしくは個人事業主 

・補 助 額：５万円／台（１社あたり上限：１００万円） 
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●一般廃棄物収集運搬事業者支援金             ・・・１，５５０万円 

（環境業務課） 
   ◎原油価格高騰の影響を受ける市内の一般廃棄物（ごみ、古紙等及びし尿）収集・運搬事業者に

対して、事業継続に向けた支援金を支給するもの 
 

   ≪事業概要≫ 

    ・補助対象者：市の一般廃棄物収集運搬業務受託業者及び一般廃棄物処理業許可業者 

    ・補 助 額：５万円／台（計３１０台） 

 

 

●公共交通等事業継続支援金                 ・・・２，８８０万円 
（都市政策課交通政策室） 

   ◎原油価格高騰の影響を受ける市内のバス・タクシー事業者に対して、営業継続に向けた支援金

を支給するもの 
 

   ≪事業概要≫ 

    ・補助対象者と補助額 〇乗合バス及び貸切バス事業者：６万円／台（計２４０台） 

               〇タクシー（法人・個人）事業者：４万円／台（計３６０台） 

 

 

  ●電気バス導入支援事業補助金               ・・・２，２４０万円 
（都市政策課交通政策室） 

   ◎「中央環状線（くるりん）」を運行する事業者に対して、電気バス車両の導入を支援することで、

原油価格が高騰する中で二酸化炭素排出量の削減と地域公共交通の省エネ化を推進するもの 
 

   ≪事業概要≫ 

    ・対 象 経 費：事業者が導入する電気バス車両２台の購入費用 

 

 

●市内宿泊需要喚起事業負担金               ・・・９，４００万円 
（観光企画課） 

   ◎「越後長岡」観光振興委員会が実施する「長岡市内宿泊応援キャンペーン」への負担金を増額

することで、コロナ禍・物価高騰により落ち込んだ宿泊需要を喚起し、市内の宿泊関連事業者

の事業継続を支援するもの 
 

   ≪事業概要≫ 

    ・実 施 主 体：「越後長岡」観光振興委員会（市の負担金により事業を実施） 

    ・実 施 期 間：令和４年６月１７日（金）～９月３０日（金） 

    ・対 象 施 設：市内宿泊施設（５４施設 ※６月１７日現在） 

・割 引 内 容：一泊につき、宿泊料金の半額（上限８千円）を割引き 

           ※県の「使っ得！にいがた県民割キャンペーン（上限５千円）」を併用する場合、

長岡市分として上限３千円を割引き、合計で最大８千円の割引になる。 

・そ の 他：実施期間、割引内容等については、今後の国や県の宿泊支援事業の動向に合わ

せ、必要に応じて機動的に見直しを行うもの 
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２ その他の経費                            ８千万円 
 
  ●社会番号・税番号（マイナンバー）制度事業費          ・・・８千万円 

（市民課） 
   ◎マイナンバーカードの普及促進に向けた取り組みを強化して、申請・交付件数のさらなる増加

を図るため、マイナンバーカードの出張申請受付や申請サポートの実施体制を強化するもの 
 

  ≪事業概要≫ 

   ・市内の商業施設や事業所等におけるマイナンバーカードの出張申請受付や申請サポートを外

部委託により実施することで、市直営で出張申請受付を行う現在の取り組みをさらに強化し

て、マイナンバーカードの普及促進を図るもの 

   ・特定財源：個人番号カード交付事業費補助金（充当率：１０／１０） 

 

    【参考】マイナンバーカードの普及率（令和４年５月３１日現在）         

全 国 新潟県 長岡市 

４４．７％ ３８．１％ ３８．５％ 

 

 


